
年 月 日 ： 平成27年（2015年）7月31日 
                           部 局 名 ： 総務部 
                           所 属 名 ： 税政課 
                           係   名 ： 企画管理係 
                           電  話 ： 077-528-3211 
                           Ｅ－mail ： bg00@pref.shiga.lg.jp 

 

平成２６年度（2014年度）県税決算の概要 
 

県税収入総額は、１，４４５億４，８１３万円 

（対前年度 ＋約５４億円 ＋３．９％） 
【特徴】 

円安が持続している中で輸出関連企業を中心に企業収益が増加したこと

などによって法人二税が大幅に増収となったことなどから、総額で前年度

（1,391億8,725万円）を５３億６,０８８万円上回った。 

 

１．概要 

  ○個人県民税 約５２８億円（対前年度  ＋４億円  ＋０．８％） 
    昨年に引き続く株価の上昇や企業の配当の増加などにより、個人県民税配当割が前

年度を上回った。 
 

  ○法人二税  約３９８億円（対前年度 ＋５５億円 ＋１６．０％） 
    円安が持続している中で輸出関連企業を中心に企業収益が増加するととも

に、特に一般機械器具製造業等が好調であったことなどにより、前年度を大幅

に上回った。 
 

  ○その他諸税 約５１９億円（対前年度 △ ５億円  △１．１％） 
    消費税率の引上げにより地方消費税が増収となったが、自動車取得税が新車販売台

数の減少や税率の引下げに伴い減収となったことなどにより、前年度を下回った。 

 

 収入未済額の状況 

   平成２６年度 平成２５年度 対前年度 

収入未済額 ３９億６９百万円 ４２億５９百万円  △２億９１百万円 

徴収率 現年度課税分    ９９．０％    ９８．９％    ＋０．１ Ｐ 

滞納繰越分    ３１．４％    ２９．３％    ＋２．１ Ｐ 

計    ９７．１％    ９６．８％    ＋０．３ Ｐ 

 

 ◎実質的な収入未済額（※法により認められた徴収猶予分を除いた額） 

   平成２６年度 平成２５年度 対前年度 

実質的な収入未済額 ３１億６５百万円 ３４億１７百万円  △２億５２百万円 



県税決算額の税目別内訳

個人県民税

527億7,321万円

（36.5%）

法人二税

398億 963万円

（27.5%）

自動車税

182億1,930万円

（12.6%）

軽油引取税

123億 752万円（8.5%）

地方消費税

118億5,239万円

（8.2%）

不動産取得税

38億2,746万円（2.7%）

個人事業税

13億1,351万円（0.9%）

県たばこ税

16億 230万円(1.1%）

自動車取得税

9億4,850万円

（0.7%）

県民税利子割

7億1,102万円

（0.5%）

ゴルフ場利用税

11億1,991万円

（0.8%）

総額
1,445億
4,813万円
（100％）

その他の税
6,338万円
（0.0%）
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 ・平成19年度は所得税から住民税への税源移譲が行われ、個人県民税の収入額が概ね倍増した。 

 ・平成21年度は世界同時不況により企業業績が大幅に悪化したことに加えて、地方法人特別税の導入 

  （H20.10月～）により法人二税の収入額が大幅に減少した。 

 



２．税目別の決算状況 

 

（１）個人県民税  ５２７億７，３２１万円（＋４億２，６２２万円 ＋０．８％） 

   昨年に引き続く株価の上昇や企業の配当の増加などにより、個人県民税配当割が増収

となった。 

 

（２）法人二税   ３９８億  ９６３万円（＋５５億  １８９万円 ＋１６．０％） 

   ○法人県民税  ８８億８，９０２万円（＋１２億  ２３６万円 ＋１５．６％） 

   ○法人事業税 ３０９億２，０６１万円（＋４２億９，９５２万円 ＋１６．２％） 
 
   円安が持続している中で輸出関連企業を中心に企業収益が増加するとともに、

特に一般機械器具製造業等が好調であったことなどから、大幅な増収となった。 

 

 【業種別の調定状況】 

  ◇製 造 業  製造業全体では対前年度１８．５％の増となった。 

         一般機械器具製造業や医療品製造業、電気機械器具製造業等で増となっ

た。 

 

  ◇非製造業  非製造業全体では対前年度１３．１％の増となった。 

         卸売・小売業や建設業等で増となった。 

 

（３）自動車税   １８２億１，９３０万円（△２億５，７８５万円 △１．４％） 

   普通自動車から軽自動車への乗り換えや、税の負担軽減の対象となる環境負荷の小さ

い自動車の増加により減収となった。 

 

（４）軽油引取税  １２３億  ７５２万円（＋８，１６１万円 ＋０．７％） 

   軽油需要が横ばいであったことから、昨年度とほぼ同額となった。 

 

（５）地方消費税  １１８億５，２３９万円（＋９億９，８７２万円 ＋９．２％） 

   税率の引上げの影響により増収となった。 

 

  【参考】清算後の地方消費税 287億1,883万円（＋51億  621万円 ＋21.6％） 

 

（６）不動産取得税  ３８億２，７４６万円（＋３，９６８万円 ＋１．０％） 

   非木造家屋の新築取得分が増加したため、増収となった。 

 

（７）県たばこ税   １６億  ２３０万円（△１億７，６１７万円 △９．９％） 

   喫煙者率の低下に伴い、たばこ全体の売上本数が減少したため、減収となった。 

 

 

 



 

（８）個人事業税   １３億１，３５１万円（＋６，５１３万円 ＋５．２％） 

   景気回復で課税人員や１人当たりの課税所得が増となり、増収となった。 

 

（９）ゴルフ場利用税 １１億１，９９１万円（△５，１１１万円 △４．４％） 

   利用者数が減少している中で非課税対象者等が増加するとともに、平均税率が低

下したため、減収となった。 

 

（10）自動車取得税   ９億４，８５０万円（△１２億２，３２２万円 △５６．３％） 

   新車販売台数の減少や税率の引下げにより減収となった。 

 

（11）県民税利子割   ７億１，１０２万円（△５，００２万円 △６．６％） 

   預貯金利子等の減少により減収となった。 

 

（12）その他の税      ６，３３８万円（＋５９９万円 ＋１０．４％） 

   鉱区税、狩猟税、産業廃棄物税ほか。 

    

 


